
独立行政法人国際協力機構

契約担当役　理事

調達管理番号

地域／国名

調達件名

主要機材名

取引条件

輸出者

仕様・数量等

競争参加資格

入札・開札日時、場所 2024年12月26日

その他

公告

独立行政法人国際協力機構契約事務取扱細則（平成１５年細則(調)第８号）（以下「細則」という。）に基づき
下記のとおり公告します。

2024年11月15日

24a00631

インドネシア

契約担当部署

国際協力調達部契約推進第三課

電話番号：03-5226-6643

メールアドレス：e_sanka@jica.go.jp

インドネシア国微細藻類による二酸化炭素の固定と資源化によるエネルギーおよび
食料資源の持続的生産システムの創出向け機材

主要機材名・仕様概要

オープンポンド型バイオリアクター等

船積渡し、仕向け地渡し（現地調達）

受注者(on behalf of JICA)

必ず当機構ホームページに掲示している「入札説明書」を参照ください。

その他、業務仕様書に記載の参加要件に該当すること。

14時00分

機材仕様明細書を参照

公告・公示日において有効である全省庁統一資格を有すること

日本国で施行されている法令に基づき登記されている法人であること。

契約事務取扱細則第4条に該当しないこと。



調達管理番号(24a00631)

２０２４年１１月１５日
独立行政法人国際協力機構

１ 公告日 : 別紙【手続・締切日時一覧】のとおり

２ 契約担当役   理事

３ 競争入札に付する事項
・件名 :

・主要調達機材名及び仕様（詳細は機材仕様明細書を参照）:
オープンポンド型バイオリアクター等

（１） 取引条件：船積渡し、仕向地渡し
（２） 輸出者：受注者（ただし、on behalf of JICA）
（３） 船積（空）港：日本国内の港
（４） 仕向（空）港：インドネシア国ジャカルタ港
（５） 引渡期限：２０２５年６月３０日
（６） 業務完了期限：２０２４年８月３１日

履行期間：契約締結日～２０２５年９月３０日

４ 担当部署等
（１） 担当部署

郵便番号１０２-８０１２
東京都千代田区二番町５番地２５ 二番町センタービル
独立行政法人国際協力機構
調達・派遣業務部契約第三課（機材班）
TEL: ０３-５２２６-６６４３
メール:e_sanka@jica.go.jp

（２） 書類の提出、授受方法

【電子入札システムポータルサイト】
https://www.jica.go.jp/announce/notice/ebidding.html

（３） 電子入札システム上の案件分類について
電子入札システム上、本案件は「工事、コンサル」に分類されております。
お間違えのないようご注意ください。
操作手順の詳細は、以下URLから電子入札システム　ポータルサイトへアクセスし４つ目の項目
「マニュアルなど」から「（新）物品の調達・役務の提供、機材調達等契約　操作マニュアル」の
リンク先マニュアル6ページを参照ください。
https://www.jica.go.jp/about/announce/notice/ebidding.html

入札説明書
【電子入札システム対象案件】

　独立行政法人国際協力機構の「インドネシア国微細藻類による二酸化炭素の固定と資源化によるエネルギーおよ
び食料資源の持続的生産システムの創出プロジェクト向け機材」の調達に係る入札公告に基づく入札等について
は、当機構契約事務取扱細則(平成15年細則(調)第8号。以下「細則」という。) に定めるもののほか、この入札説
明書によるものとします。

本業務の入札は電子入札システムで実施し、提出書類の授受等入札手続きは電子入札システム経由となります。提
出書類のメール送付、郵送及び持参は原則不可とさせていただいています。

電子入札システム上で行います。

インドネシア国微細藻類による二酸化炭素の固定と資源化によるエネルギーおよび食料資源の持続的生
産システムの創出プロジェクト向け機材
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５ 本件入札に関する質問
（１）

ア. 

イ．

（２） 質問に対する回答は、別紙【手続・締切日時一覧】の日時に掲示します。

ア. 

イ．

６ 競争参加資格
（1）積極的資格制限

輸出実績を有する者

資本関係又は人的関係

a) 資本関係
以下のいずれかに該当する二者の場合。

①

② 親会社等を同じくする子会社等同士の関係にある場合
b) 人的関係

①

i. 株式会社の取締役。ただし、次に掲げる者を除く。
・

・ 会社法第２条第１２号に規定する指名委員会等設置会社における取締役
・ 会社法第２条第１５号に規定する社外取締役
・

ii. 会社法第４０２条に規定する指名委員会等設置会社の執行役
iii.

iv. 組合の理事
v. その他業務を遂行する者であって、ⅰからⅳまでに掲げる者に準ずる者

一方の会社等の役員（会社法施行規則第２条第３項第３号に規定する役員のうち、次に掲げる者をいう。
以下同じ。）が、他方の会社等の役員を現に兼ねている場合

質問回答は、掲載後に追加されて再掲載することがありますので、入札書提出までに必ず確認してくださ
い。
質問を受け確認したことによって、仕様・数量等が変更されることがあります。また、質問がない場合に
も訂正が生じることがあります。いずれも「質問回答」欄に掲載しますので、本件競争参加希望者は、質
問提出の有無にかかわらず、必ずご確認ください。入札金額は、掲載した全ての回答・訂正が反映された
ものと見なされます。

会社法第３４８条第１項に規定する定款に別段の定めがある場合により業務を遂行しないこととされて
いる取締役

会社法第５７５条第１項に規定する持分会社（合名会社、合資会社又は合同会社をいう。）の社員（同
法第５９０条第１項に規定する定款に別段の定めがある場合により業務を遂行しないこととされている
社員を除く。）

会社法第２条第１１号の２に規定する監査等委員会設置会社における監査等委員である取締役

１） 公告日において、令和04・05・06年度全省庁統一資格にて「物品の製造」又は「物品の販売」の格付けを
有する者（等級は問わない）

３）

２） 日本国登記法人
日本国で施行されている法令に基づき登記されている法人であること

当機構の契約事務取扱細則第５条に基づき、以下の資格要件を追加して定めます。

機材仕様明細書の内容等、この入札案件に関する質問がある場合は、次に従い所定の様式により提出して
ください。

注意:質問受付期限を過ぎてから届いた質問及び口頭による質問に対してはお答えできませんのであらかじ
め了承願います。
本件については、機材仕様明細書に参考銘柄として記載しているもの以外のものを提案したい場合は、必
ず提出期間内にその銘柄のカタログを添付して採用の可否につきメールで質問してください。

４）
競争に参加しようとする者の間に以下の基準のいずれかに該当する関係がないこと（基準に該当する者の
すべてが、共同企業体の代表者以外の構成員である場合を除く。）。

子会社等（会社法（平成１７年法律第８６号）第２条第３号の２に規定する子会社をいう。②において同
じ。）と親会社等（同条第４号の２に規定する親会社等をいう。②において同じ）の関係にある場合

以下のいずれかに該当する二者の場合。ただし①については、会社等（会社法施行規則（平成１８年法務
省令第１２号）第２条第３項第２号に規定する会社等をいう。以下同じ。）の一方が民事再生法（平成１
１年法律第２２５号）第２条第４号に規定する再生手続きが存続中の会社等又は更生会社（会社更生法
（平成１４年法律第１５４号）第２条第７項に規定する更生会社をいう。）である場合を除く。

質問受付期限および提出方法：以下の様式をJICAホームページよりダウンロードして、メールでのご提出
をお願いいたします。
様式 一般競争入札（海外向け機材）「質問様式（質問書）」
https://www.jica.go.jp/about/announce/manual/form/oversea/op_tend.html
送付先：e_sanka@jica.go.jp
メールタイトル:【質問】調達管理番号 2xaxxxxx_社名●●
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②

③ 一方の会社等の管財人が、他方の会社等の管財人を現に兼ねている場合
c) その他入札の適正さが阻害されると認められる場合

※

（2）消極的資格制限

１） 契約を締結する能力を有しない者又は破産者で復権を得ない者

ア．

イ．

ウ．

一方の会社等の役員が、他方の会社等の民事再生法第６４条第２項又は会社更生法第６７条第１項の規定
により選任された管財人（以下単に「管財人」という。）を現に兼ねている場合

組合（共同企業体を含む。）とその構成員が同一の入札に参加している場合その他上記a）又はb）と同視
しうる資本関係又は人的関係があると認められる場合。
留意事項：入札書を提出しようとする者の間で競争参加意思等の確認・相談を行うことは原則として認め
ていませんが、上記の資本関係又は人的関係に基づく競争参加制限を回避する目的で当事者間で連絡を取
ることは、これに抵触するものではありません。

３） 独立行政法人国際協力機構反社会的勢力への対応に関する規程（平成２４年規程(総)第２５号）第２条第
１項の各号に掲げる者
具体的には、反社会的勢力、暴力団、暴力団員、暴力団員等、暴力団準構成員、暴力団関係企業、総会屋
等、社会運動等標ぼうゴロ、特殊知能暴力集団等を指します。

資格停止期間前に落札している場合は、当該落札者との契約手続きを進めます。

２）

具体的には、会社更生法（平成１４年法律第１５４号）または民事再生法（平成１１年法律第２２５号）
の適用の申立てを行い、更生計画または再生計画が発効していない法人を言います。

以下のいずれかに該当する者は、当機構の契約事務取扱細則（平成１５年細則(調)第８号）第４条に基づ
き、競争参加資格を認めません。

具体的には、以下のとおり取扱います。

競争参加資格確認申請書の提出期限日において上記規程に基づく資格停止期間中の場合、本入札には参加
できません。

資格停止期間前に本入札への競争参加資格確認審査に合格した場合でも、入札執行時点において資格停止
期間となる場合は、本入札には参加できません。

当機構から「独立行政法人国際協力機構が行う契約における不正行為等に対する措置規程」(平成20年規程
(調)第42号) に基づく契約競争参加資格停止措置を受けている者
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４）
ア．

イ．

ウ．落札者が契約を結ぶこと又は契約者が契約を履行することを妨げた者
エ．監督又は検査の実施にあたり職員の職務の執行を妨げた者
オ．正当な理由がなくして契約を履行しなかった者
カ．

７ 競争参加資格確認の申請
（１）

ア. 競争参加資格申請書受付期間　： 別紙【手続・締切日時一覧】のとおり
イ． 提出書類：

資本関係又は人的関係に関する申告書

ウ．

（２）

（３） その他
ア. 

イ. 申請書に関する問い合わせ先は、上記4.を参照ください。

８ 競争参加資格がないと通知された者に対する理由の説明
（１）

９ 入札執行（入札）の日時

（１） 入札書受付期間および開札日時:　別紙【手続・締切日時一覧】のとおり

（２）

発注者は、提出された申請書を、本件の競争参加資格の確認以外に申請者に無断で使用することはありま
せん。

当機構より競争参加資格がないと通知を受けた者は、その理由について、通知した日の翌日から起算して
７営業日以内に、その理由について説明を求めることができます。ご要望があれば「４.担当部署等」まで
ご連絡ください。

次の各号の一に該当すると認められる者であって、その事実があった後２年を経過しない者
契約の履行にあたり故意に工事若しくは製造を粗雑にし、又は物件の品質若しくは数量に関して不正の行
為をした者
公正な競争の執行を妨げた者又は公正な価格を害し若しくは不正な利益を得るために連合した者

前各号の一に該当する事実があった後２年を経過しない者を、契約の履行にあたり、代理人、支配人その
他の使用人として使用した者

本競争の参加希望者は、下記ウ.提出方法のとおり電子メールより全省庁統一資格審査結果通知書(写)及び
資本関係又は人的関係に関する申告書をPDFで添付して提出してください。
なお、下記の締切日時までに必要書類を提出しない者及び競争参加資格がないと通知された者は、競争に
参加することができません。

令和04・05・06年度審査結果通知書(全省庁統一資格）写し

確認の結果、資格有と判断される場合は結果を通知しません。資格無しと判断される場合のみ結果をご連
絡します。

本入札において、再入札の可能性もあるため、入札者は開札予定日時に電子入札システムを操作できる場所で
待機願います。再入札については、発注者から再入札実施日時を通知しますので、指定時間中に再入札書を電
子入札で提出願います。
また、時間内に再入札もしくは辞退の意思表示がなされない場合には失格となります。

再入札の場合は、発注者からの連絡及び電子入札システムにより再入札の指示以降、上記同様に再入札書
受付開始/締切及び開札予定日時を電子入札システムで確認した上で再入札書を提出して下さい。

提出方法：以下の様式をJICAホームページよりダウンロードして、メールでのご提出をお願いいたしま
す。
様式 一般競争入札（海外向け機材）「資本的関係又は人的関係に関する申告書」
https://www.jica.go.jp/about/announce/manual/form/oversea/op_tend.html

送付先：e_sanka@jica.go.jp
メールタイトル:【提出】調達管理番号2xaxxxxx_社名●●_競争参加申請書
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１０入札者の失格

１１入札方法等
（１） 電子入札システムで入札を行います。
（２）

ア. 機材仕様明細書に示される全品目に対する機材代金
イ. 梱包条件書に基づく輸出梱包にかかる費用
ウ．輸送条件書に基づく輸送にかかる費用
エ．技師派遣条件書に基づく派遣にかかる費用

（３）

（４）
（５） 一旦提出した入札書は、引換、変更又は取消すことができません。
（６）

（７） 入札保証金は免除します。

１２入札の無効
次の各号のいずれかに該当する入札は無効とします。

（１） 競争に参加する資格を有しない者のした入札
（２） 入札書締切日時後に到着した入札
（３） 明らかに連合によると認められる入札
（４） 同一入札者による複数の入札
（５） その他入札に関する条件に違反した入札
（６） 条件が付されている入札

１３落札者の決定方法
（１）
（２）

１４入札手順等開札までに行うべきこと
（１） 入札の手順

１）開札までに行うべきこと

２）開札

３）再入札及び不落随意契約交渉
ア. 

本件は、輸出申告の名義を落札者とする輸出取引であり、契約金額に消費税はかかりません。

海外向け機材調達にかかる各種手続きは、「JICA海外向け機材調達の手引き（高額機材）」に記載してい
ます。本入札で使用する所定の入札書式及び一般的な配慮事項等が含まれていますので、入札に参加する
方は予め内容をご確認のうえ入札してください。同手引は次のURLからダウンロードできます。

落札となるべき同価の入札をした者が2者以上あるときは、電子入札システムの電子くじにより落札者を決
定します。

入札者は電子入札システムにより入札書締切日時までに入札金額を入力・提出します。

入札書受付締切予定日時までに入札書を提出しなかった場合（再入札時の場合も含む）には入札者を失格とし
ます（受注者側のPCのトラブルによる場合も含む）。
その他入札執行者の指示に従わなかったときも失格とします。

以下の費用を含んだ総価（円）をもって入札金額とします。ただし、輸入通関は相手国政府の責任と費用
負担で行います。

落札決定に当たっては、入札書に記載された金額をもって落札価格とします。海上貨物保険料は190,000円
（税抜）を定額計上して入札金額に含めてください。当該経費は、入札時点で金額を確定することが困難
であることから、定額で入札金額に計上することにより、価格競争の対象としません。ただし、本経費に
ついては、証拠書類に基づき実費精算を行います。

発注者の予定価格の範囲内で最低の価格をもって入札した者を落札者とします。

https://www.jica.go.jp/about/announce/manual/form/oversea/n_files/1201049_016.pdf

入札執行者は、開札時刻に電子入札システムにより開札し、入札結果をシステム上で入札者に開示しま
す。

開札後、再入札が発生した際には入札者は電子入札システムにより再入札通知書に記載の入札書受付/
締切日時、開札日時及び入札最低金額に従って、再入札書を提出します。入札者は開札日時以降、入札
結果を確認できるようPCの前で待機するようにお願いします。
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イ. 

（２） 入札途中での辞退

（３） 落札者と宣言された者の失格

１５内訳明細書の提出、契約書作成及び締結
（１）

（２）

（３）
https://www.jica.go.jp/announce/manual/form/oversea/op_tend.html

ア. 

イ. 

（４） 雛型名称：船積渡し、仕向地渡し

（５） 契約保証金は免除します。

１６契約締結後の提出書類等
（１）

（２）

（３）

（４）

（５）

（６）

落札者と宣言された者について、入札金額が著しく低い等、当該応札者と契約を締結することが公正な取
引の秩序を乱すこととなるおそれがあって著しく不適当であると認められる場合には当該落札者を失格と
し、改めて落札者を決定する場合があります。

落札者は、入札会後に内訳明細書を提出してください。

当機構における内訳明細書の確認及び内部手続きの完了後、契約相手と決定された者は電子契約書による
契約に同意するものとみなし、当機構が契約書（案）を雛型に基づき作成し、電子署名により締結しま
す。(契約書の日付は、内訳明細書の確認及び当機構の内部決裁が完了後に当機構が指定します。)
なお、書面による契約を希望する場合は、落札後発注者へご照会ください。電子契約書の導入については
次のURLをご参照ください。

契約書（案）の雛型は、当機構ホームページの次のURLに掲載する雛型のとおりです。

受注者は、危険品及び温度管理品について、納品３０日前までにその有無を所定の様式により当機構に提
出するものとします。

開札の結果、すべての入札金額が予定価格を超える場合には、ただちに２回目の再入札を行います。再
入札を２回行っても落札者がないときは、入札を打ち切り、入札金額の最も低いものから、順次不落随
意契約の交渉を行う場合があります。
なお、１回目もしくは２回目の再入札が応札者全員の辞退による不調に終わった場合には、その前の入
札における入札金額の最も低いものから、順次不落随意契約の交渉を行うことがあります。

また、上記経緯による不落随意契約の交渉が不調であった場合には、再入札を辞退した者との間でも不
落随意契約交渉を行う場合があります。

「不調」の結果に伴い、再入札を辞退する場合は、「辞退」表示を選択して辞退届を提出して下さい。

電子契約書を利用して契約締結する場合
本契約の証として、本書を電磁的に作成し、発注者、受注者それぞれ合意を証する
電磁的措置を執ったうえ、双方保管するものとする。なお、本契約は、以下の日付より効力を生じるもの
とする。

従来の紙で作成された契約書にて契約締結する場合
本契約の証として、本書２通を作成し、発注者、受注者記名押印のうえ、各自１通を保持する。

受注者は契約締結後、当機構が特約を締結している保険会社から特約条件の貨物海上保険料の見積書を発
注者へ提出します（料率は特約で定めています。保険料の現場戻しはありません。）。なお、落札者は保
険申込み及び保険料の支払いを行いますが、被保険者は当機構になります。

https://www.jica.go.jp/about/announce/information/common/2023/1515885_47198.html

受注者は、検疫、梱包材の燻蒸証明取り付け、原産地証明、領事査証等、その他各種許可承認の手続きが
必要な場合、受注者の責任において行ってください。

受注者は、輸送書類を契約書に定める期限までに作成し、当機構に提出するものとします。提出が遅延し
たことにより発生する費用（倉庫料等）に関しては、受注者負担とします。

薬品を調達する場合は、受注者は、納品予定日の７営業日前までに、その有効期限を所定の様式により当
機構に提出するものとします。
危険品があるときは、受注者は納品３０日前までに、安全データシートを当機構に提出するものとしま
す。
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１７安全保障輸出管理
（１）

（２）

（３）

（４）

１８留意事項
（１）

（２）

（３）

（４）

ア. 

イ. 

ウ．全品目の梱包才数にその後の確定時と比べ大きな誤差があった場合
エ．その他関連業務が粗雑あるいは不誠実と認められる場合

１９情報の公表について

（１） 公表の対象となる契約
財産の買入れの場合、１６０万円を超える契約

（２） 公表の対象となる契約相手方
次のいずれにも該当する契約相手方

ア. 

（注）

イ. 

当該契約の締結日において、当機構の役員経験者が再就職していること又は当機構の課長相当職以上経
験者が役員等として再就職していること

役員等とは、役員のほか、相談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、経営
や業務運営について、助言することなどにより影響力を与え得ると認められる者を含む。

輸出規制法規による輸出許可・承認の取り付けが必要な場合は、受注者が輸出許可・承認を申請するもの
とします。当機構は、当該物品の許可・承認に必要な情報のうち当機構が保有する情報を受注者に提供し
ます。
当該物品の許可・承認の取得が不可能であると判断される場合には、当該物品及び同物品の使用に不可欠
な附属物品の発注を取り止め、当該物品の契約を解除します。

応募者は、「JICA海外向け機材調達の手引き（高額機材）」、機材調達契約約款、契約書案、機材仕様明
細書他附属書類を十分理解してから参加するものとします。
委任状等に虚偽の記載をした場合においては、措置規程に基づき措置を行うことがあります。

落札者が独占禁止法あるいは刑法に定める談合等不正行為を犯し、行政処分または刑が確定したときは、
落札者は談合等不正行為にかかる違約金として契約金額の１００分の１０を当機構へ支払うものとしま
す。また、この場合当機構は当該落札者とは契約を締結しません。もし契約締結後にかかる状況になった
場合は、当機構は、契約書に基づき、同上の違約金を徴取するとともに、該当契約を解除します。

正当な理由なくして次の各状況に該当する場合は、次回以降の入札参加をお断りする場合があります。

受注者は、その責任において適切な輸出手続きと輸送を行うものとし、全品目について、外国為替及び外
国貿易法（昭和24年法律第228号）、輸出貿易管理令（昭和24年政令第378号）、その他の輸出関連法規及
び米国輸出規則（以下、まとめて「輸出規制法規」という。）による輸出規制該当品の有無を確認し、納
品３０日前までにその結果を所定の様式により当機構に提出するものとします。

受注者は、輸出規制法規による該非の判定に必要な資料（項目別対比表、パラメーターシート、米国輸出
規則の輸出規制品目分類番号（ECCN）等）を、納品３０日前までに当機構に提出するものとします。

当機構との間の取引高が、総売上又は事業収入の３分の１以上を占めていること

全品目の梱包才数、危険品及び温度管理品の有無、輸出規制法規による規制該当品の有無について所定の
期日までに提出がない場合
危険品及び温度管理品の有無、輸出規制法規による規制該当品の有無、薬品の有効期限の判定に誤りが
あった場合

 「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方針」（平成22年12月7日閣議決定）において、独立行政法人の
役職員経験者の契約相手方への再就職の情報や当該法人との間の取引等の情報を公表することとされたことに
伴い、JICAでも同情報の公表を行っています。
つきましては、当機構においてもこれに基づき関連情報を当機構ホームページで公表することとしますので、
必要な情報の当方への提供及び情報の公表に同意の上で、競争に参加していただくようご理解とご協力をお願
いいたします。なお、契約の締結をもって、本件公表に同意されたものとみなさせていただきます。

7



（３） 公表する情報

ア. 

イ. 
ウ．

・３分の１以上２分の１未満
・２分の１以上３分の２未満
・３分の２以上

エ． 一者応札又は応募である場合はその旨
（４） 当機構の役職員経験者の有無の確認日：当該契約の締結日とします。
（５） 情報提供の方法

以上

＜参考様式＞ 
【入札手続に関する様式】 
☐質問様式
☐資本的関係又は人的関係に関する申告書

【契約締結に関する様式】 
☐最終見積書
☐内訳明細書 （機材仕様明細書）
☐契約書 船積渡し/仕向地渡し
☐機材調達契約約款
☐梱包条件書
☐輸送条件書 船積渡し/仕向地渡し
☐技師派遣条件書

【契約締結後の提出書類】 
☐支払先口座届出書
☐輸出貿易管理令等調書
☐外国製品に関する調書
☐危険品・温度管理品の確認について
☐仕様変更届 受注者文書
☐仕様変更届 製造会社文書
☐輸送書類提出様式・受領書
☐輸送日程報告カード

・宛名 ：独立行政法人国際協力機構　契約担当役　理事

・公告番号：24a00631
・公告日 ：２０２４年１１月１５日
・入札会：２０２４年１２月２６日

https://www.jica.go.jp/announce/manual/guideline/consultant/corporate.html

様式集

以上の様式のデータは、国際協力機構ホームページ「調達情報」→「調達ガイドライン、様式」→「海外向け資機
材の調達」「一般競争入札」よりダウンロードできます。

https://www.jica.go.jp/announce/manual/form/oversea/op_tend.html

なお、宛名に理事、件名、公告番号、公告日、入札日を記載する様式には、以下の通り記
載してください。

・件名 ：インドネシア国微細藻類による二酸化炭素の固定と資源化によるエネルギーおよび食料資源の持続的生産
システムの創出プロジェクト向け機材

契約ごとに、物品役務の名称及び数量、契約締結日、契約相手方の氏名・住所、契約金額等と併せ、次に
掲げる情報を公表します 。

当機構の役員経験者又は当該契約相手方の役員等として再就職している当機構課長相当職以上経験者の
氏名、契約相手方での現在の職名及び当機構における最終職名
契約相手方の直近３ヵ年の財務諸表における当機構との間の取引高
契約相手方の総売上高又は事業収入に占める当機構との間の取引割合が、次の区分のいずれかに該当す
る旨

契約締結時に所定の様式を提出していただきますので、ご協力をお願いします。
詳細は、次のページをご参照ください。
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調達管理番号(24a00631) 別紙

２０２４年１１月１５日
独立行政法人国際協力機構

件名 :

１ 公告日 ： ２０２４年１１月１５日
・入札説明書に対する質問の提出受付開始

２ 質問受付期限 ： ２０２４年１１月２８日　正午

３ 質問に対する機構からの回答掲載（ＨＰ） ： ２０２４年１２月１０日以降

４ 競争参加申請書・入札書受付開始日時* ： ２０２４年１２月１１日　正午

５ 競争参加申請書・入札書受付締切日時* ： ２０２４年１２月２４日　正午

６ 入札会・開札日時* ： ２０２４年１２月２６日 １４時

【手続・締切日時一覧】

インドネシア国微細藻類による二酸化炭素の固定と資源化によるエネル
ギーおよび食料資源の持続的生産システムの創出プロジェクト向け機材
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    機材仕様明細書

インドネシア国　微細藻類による二酸化炭素の固定と資源化によるエネルギーおよび食料資源の持続的生産システムの創出プロジェクト向け機材

参考銘柄

番  号 機　　材　　名 仕 様 数量

(メーカー名等)

0 総則 1.中古品は認めない。

General 2.電源仕様について

・単相AC220V 50Hzであること。但し各機材の仕様欄に電源仕

　　様の記載がある場合はそれに従うこと。

・上記現地電源仕様に対応できない場合は、ステップダウン

トランスの使用を認める。その場合は、契約書の内訳明細

　　書にメーカー名、型番、仕様（入力電圧、出力電圧、定格

　　容量等）を明記すること。

・単相の電源プラグはSE型（F型）であること。

　　納入する機材の電源プラグが上記に対応できない場合は、

　　上記プラグへの変換器の使用を認める。

・電源プラグおよび電源ケーブルの定格電圧、電流等の仕様

　　については、当該国の電源仕様、或いはステップダウント

ランス等の接続機器の出力仕様に対応すること。

・電源を必要とする機材については、仕様書に記載の有無に

 かかわらず、機材を正常に作動させるために必要な電源ケ

 ーブル、プラグを含めること。

3.仕様欄において「程度」と付記された数値は、その数値を中

　心値として±10％以内の範囲を認める。

4.メーカー設定の標準付属品は、仕様欄に記載がなくとも当該

　　機材の付属品として含め、契約書の内訳明細書にその内訳

　　を記載すること。

5.仕向港到着後の機材の配送仕分けを容易にするため、梱包条

　件書に記載の仕分けグループに分けて梱包すること。

6.アイテム番号5の機材の特別付属品であるデスクトップパソコ
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    機材仕様明細書

インドネシア国　微細藻類による二酸化炭素の固定と資源化によるエネルギーおよび食料資源の持続的生産システムの創出プロジェクト向け機材

参考銘柄

番  号 機　　材　　名 仕　　　　　　　　　　　　　様 数量

(メーカー名等)

0 総則 　ンおよび周辺機器に関しては、メーカーの現地代理店が現地で

つづき 　調達し、JICAが指定する納品先に納品すること。

7.各機材の取扱説明書はできれば英語版、なければ日本語版のも

　のを1台につき1部、機材に同梱すること。

8.各機材の輸送、現地での試験検査等は、関係する法令・規格・

　基準・設置場所における諸規定を遵守し行うこと。

9.受注者および各メーカーは、本件の調達に関して業務上知り

　得た内容、秘密情報を許可なく第三者に開示してはならない。

10.この仕様書に記載のない点や不明な点については、発注者と

　協議のうえ決定する。

1
オープンポンド型バイオリア
クター

（仕様）用途：微細藻類の屋外培養

Open-pond bioreactor ・当機材は、技師派遣条件書に記載の技師派遣を要する。

・当機材は、合計6セットを2セット設置のサイトと4セット設置

　のサイトの2箇所で運用する。そのため梱包は2セット組と4セ

　ット組に分け、容易に2箇所への仕分け配送が可能となるよう

　工夫すること。

【銘柄指定】オープンポンド型バイオリアクター 理仁 6

　　　　　　現地組立型特注品の各パーツ、接着剤、予備部品

本体パーツ構成：

1）アクリル板①底板（1個/台）

2）アクリル板②側面板（2個/台）

3）アクリル板③仕切り板（1個/台）

4）アクリル板④仕切り板固定部品（2個/台）

5）アクリル板⑤架橋固定部品①（4個/台）
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    機材仕様明細書

インドネシア国　微細藻類による二酸化炭素の固定と資源化によるエネルギーおよび食料資源の持続的生産システムの創出プロジェクト向け機材

参考銘柄

番  号 機　　材　　名 仕　　　　　　　　　　　　　様 数量

(メーカー名等)

1
オープンポンド型バイオリア
クター

6）アクリル板⑥架橋固定部品②（4個/台）

つづき 7）アクリル板⑦軸受け底側（2個/台）

8）アクリル板⑧架橋脚固定（4個/台）

9）アクリル板⑨延長部補強（2個/台）

10）アクリル板⑩蓋（1個/台）

11）アクリル板⑪蓋横ずれ防止板取り付け用（2個/台）

12）アクリル板⑫蓋横ずれ防止板（2個/台）

13）側面コーナー部（1個/台）

14）側面コーナー部排水口有（1個/台）

15）ステンレスボールバルブ（1個/台）

16）ステンレス製ねじ込みニップル（2個/台）

17）パドル軸（2個/台）

18）アクリル製パドル（2個/台）

19）モーター BLM230HP-20S（2個/台）

20）モーターコントローラー AC220V BMUD30-C2（2個/台）

21）モーターコントローラー電源ケーブル AC220V、SE型プラグ

　　（2個/台）

22）モーターコントロールケーブル10m（2個/台）

23）取り付け金具 SOL2M4F（2個/台）

24）モーター架橋用ネジM5-10（12個/台）

25）モーター架橋用ネジM5-15（4個/台）

26）モーター架橋用ナットM5（12個/台）

27）縦アルミフレーム20x20x400mm（4個/台）

28）横アルミフレーム20x20x514mm（2個/台）

29）直角ブラケット HBKTST5（4個/台）
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    機材仕様明細書

インドネシア国　微細藻類による二酸化炭素の固定と資源化によるエネルギーおよび食料資源の持続的生産システムの創出プロジェクト向け機材

参考銘柄

番  号 機　　材　　名 仕　　　　　　　　　　　　　様 数量

(メーカー名等)

1
オープンポンド型バイオリア
クター

30）ステンレス製ホースニップル（3個/台）

つづき 31）ステンレスねじ込みチーズ（4個/全体）

32）ステンレスホースバンド（3個/台）

33）内径25mmホース50m（1個/台）

特別付属品：

34）アクリル用接着剤 500mL（各サイト1個ずつ） 2

35）接着剤用注射器と針セット（1組/台） 6

36）本体取扱説明書（日本語、各設置サイト2部ずつ） 理仁 4

37）モーター取扱説明書（英語、各設置サイト2部ずつ） 理仁 4

予備品：

38）パドル軸（4個/台） 24

39）アクリル製パドル（1個/台） 6

40）モーター BLM230HP-20S（2個/台） 12

41）モーターコントローラー AC220V BMUD30-C2 3

　　（1個/2台）

42）モーターコントローラー電源ケーブル AC220V、SE型プラグ 3

　　（1個/2台）

43）モーターコントロールケーブル10m（1個/2台） 3

44）モーター架橋用ネジM5-10（10個/台） 60

45）モーター架橋用ネジM5-15（2個/台） 12

46）モーター架橋用ナットM5（10個/台） 60

2 遺伝子導入装置 （仕様）用途：ミドリムシへの遺伝子導入

Gene transfer device ・メーカー出荷後少なくとも1年以上の保証が付与されること。

【銘柄指定】型番：NEPA21 TypeⅡ ネッパジーン 2
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    機材仕様明細書

インドネシア国　微細藻類による二酸化炭素の固定と資源化によるエネルギーおよび食料資源の持続的生産システムの創出プロジェクト向け機材

参考銘柄

番  号 機　　材　　名 仕　　　　　　　　　　　　　様 数量

(メーカー名等)

2 遺伝子導入装置 標準付属品：電源ケーブル（220V対応SE型プラグ付き 1本/台）

つづき 　　　　　　ダストカバー（1個/台）

　　　　　　取扱説明書（英語 1部/台）

　　　　　　保証書（英語 1部/台）

特別付属品：キュベット電極用チャンバー　CU540 ネッパジーン 2

3
マイクロピック＆プレースシ
ステム

（仕様）用途：ミドリムシの一細胞分取

Micro pick and place
system

・メーカー出荷後少なくとも1年以上の保証が付与されること。

【銘柄指定】型番：MPP-200B ネッパジーン 2

構成：PicoPipet コントローラー（1個/セット）

　　　PicoPipet ピペット部（1個/セット）

　　　PicoPipetホルダー 150mm 固定具付（1個/セット）

　　　支柱セット（1組/セット）

　　　ジョイスティックマニピュレーター（1個/セット）

標準付属品：電源ケーブル（220V対応SE型プラグ付き 1本/台）

　　　　　　取扱説明書（英語 1部/台）

　　　　　　保証書（英語 1部/台）

特別付属品：8連PCR 用キャップホルダー 1-PCR8-4 ネッパジーン 2

　　　　　　シリコンチューブ 1.5m 内径0.8mm 外径：4.0mm ネッパジーン 2

4 超音波ホモジナイザー （仕様）用途：ミドリムシの超音波破砕による細胞成分の抽出

Ultrasonic homogenizer ・メーカー出荷後少なくとも1年以上の保証が付与されること。

【銘柄指定】型番：VP-050N タイテック 1

標準付属品：取扱説明書（日本語 1部/台）

　　　　　　保証書（英語 1部/台）
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    機材仕様明細書

インドネシア国　微細藻類による二酸化炭素の固定と資源化によるエネルギーおよび食料資源の持続的生産システムの創出プロジェクト向け機材

参考銘柄

番  号 機　　材　　名 仕　　　　　　　　　　　　　様 数量

(メーカー名等)

4 超音波ホモジナイザー 特別付属品：Φ3mmステップ型マイクロチップ VP-MS03 タイテック 1

つづき 　　　　　　電源ケーブル 220V対応SE型プラグ付き タイテック 1

5
高速液体クロマトグラフ質量分
析計

（仕様）用途：発酵食品や微細藻類が生産する代謝物の計測

High performance liquid
chromatograph mass spectrometer

・当機材は、技師派遣条件書に記載の技師派遣を要する。

・メーカーは質量分析計、高速液体クロマトグラフ、制御及び

　解析部を一括してサポートできること。

・保証について、保証期間は現地据付完了後12か月とメーカー

　出荷後18か月のいずれか早い方する。

・設置時、使用者が性能、特性を判断するため、各種技術資料

　の提出の必要がある場合は、資料を提出すること。

【銘柄指定】型番：LCMS-2050 島津製作所 2

構成：

1）ロータリーポンプ（1個/台）

2）電源コードセット KP300C+KS16  ⾧さ:2.5m（1個/台）

3）電源コードセット LT-602+501（1個/台）

4）RPミストフィルタキット （1個/台）

5）スタートアップキット （1個/台）

6）N2 発生装置 Genius SQ 24（1台/台）

7）LabSolutions LCMS インストール DVD（1個/台）

8）LCMS-SQ 用 LabSolutions LCMS ライセンス（1個/台）

9）SUS配管(ID0.3×600)（1個/台）

10）フィメルティ 1.6FT316L-0.4（1個/台）

11）メイルナット1.6MN PEEK（3個/台）

12）流路切替バルブ (2ポジション6ポート) FCV-0206H（1個/台）
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    機材仕様明細書

インドネシア国　微細藻類による二酸化炭素の固定と資源化によるエネルギーおよび食料資源の持続的生産システムの創出プロジェクト向け機材

参考銘柄

番  号 機　　材　　名 仕　　　　　　　　　　　　　様 数量

(メーカー名等)

5
高速液体クロマトグラフ質量分
析計

13）流路切替バルブ ドライブユニット FCV-DR（1個/台）

つづき 14）FCV取り付けキット (CTO-40C)（1個/台）

15）FCV配管 2本キット(ID 0.1 300mm Nexlock)（1個/台）

16）送液ユニット LC-40D XS（2個/台）

17）システムコントローラ SCL-40（1個/台）

18）脱気ユニット DGU-403（1個/台）

19）オートサンプラ SIL-40C XS（1個/台）

20）バイアル プレート 1.5mL（2個/台）

21）カラムオーブン　CTO-40C（1個/台）

22）フォトダイオードアレイ紫外可視検出器 SPD-M40（1個/台）

23）ミキサー MR 180μL II(ミキサー認識デバイス付)（1個/台）

24）配管キットB 高圧GE用 ID0.1（1個/台）

25）Nexeraシリーズ配線キット C（1個/台）

26）電源コードセット UC-975-N01 ⾧さ:2.5m（6個/台）

27）コンセントボックス（2個/台）

28）工具キット（1個/台）

29）移動相ボトル(1L) 5本セット(キャップ付)（1セット/台）

30）移動相モニター(コントローラー)（1個/台）

31）移動相モニター(1Lびん用ボトルホルダー)（2個/台）

32）移動相モニター用ACアダプター（1個/台）

33）CMDケーブル（1個/台）

34）ミキサー MR 20μL(ミキサー認識デバイス付)（1個/台）

35）SPD-M40用セミミクロフローセル（1個/台）

標準付属品：取扱説明書（英語 1部/台）

　　　　　　感度を示すデータを含む検査成績書（英語 1部/台）
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    機材仕様明細書

インドネシア国　微細藻類による二酸化炭素の固定と資源化によるエネルギーおよび食料資源の持続的生産システムの創出プロジェクト向け機材

参考銘柄

番  号 機　　材　　名 仕　　　　　　　　　　　　　様 数量

(メーカー名等)

5 高速液体クロマトグラフ質量分析計　　　　　　保証書（英語 1部/台）

つづき 特別付属品：デスクトップパソコンセット（現地調達） 2

　　　　　　メーカーの現地代理店が現地で調達し、JICAが指定

　　　　　　する納品先に納品すること。

　　　　　　LCMS-2050と接続してデータ解析等を行うための十

　　　　　　分な性能を有すること。

　構成・仕様：

　　・デスクトップパソコン本体（1台/セット）

　　　　OS windows11英語版

　　　　インテルCore i5以上

　　　　メインメモリ16GB以上

　　　　ストレージ SSD 512GB以上

　　　　有線LANインターフェースあり

　　・Microsoft Office 最新バージョン　英語版（1個/セット）

　　・モニター 20インチ以上（1台/セット）

　　・マウス（1台/セット）

　　・英語キーボード（1台/セット）

　　・カラープリンター（1台/セット）

　　　　レーザーまたはインクジェット方式

　　　　初回動作可能なトナー／インクが付属していること。
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梱包条件書 

 

1 マーキング 

 梱包ケースの両サイドには、下記のマークをつけること。 

 

(1)ケース・マーク（黒字） 

JICA INDONESIA OFFICE 

    

Jakarta, Indonesia 

（インボイス番号） 

C/No. （ケース番号/ケース数） 

 

(2)サイド・マーク(赤字) 

TECHNICAL COOPERATION BY THE GOVERNMENT OF JAPAN 

 

(3)CAUTION/CARE MARK(TOP MARK等)  

 運送途中で取扱注意が必要な場合は、関連マーク（FRAGILE, HANDLE WITH CARE, 

THIS WAY UP, CENTER OF GRAVITY等）を見やすい位置に貼付。危険物がある場

合は、安全な梱包とし、危険物である旨マークを貼付すること。温度管理品が

ある場合は、温度管理品である旨マークを貼付すること。 

 

(4)注意事項 

① 輸送中での盗難防止のため、梱包ケースにはメーカー名やメーカーのマーク、

MADE IN JAPANの標記等をつけないこと。 

② 梱包ケース毎にパッキングリストを作成し、パッキングリストに記載するケ

ース番号と実際のケースに付けるケース番号・内容品は一致させること。 

③ 梱包ケース内の各々の包装箱・袋には、契約書中の内訳明細書の該当するア

イテム番号を付すこと。 

 

2 梱包条件 

船積渡しの機材は、以下のとおりとし、仕向地渡しの機材は、以下を参考と 

しつつ、受注者の責任で適切な梱包とすること。 

 

●基本事項 

(1) 仕向地にて大型フォークリフト等がない場合を考慮し、一梱包の重量は単品
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を除きできるだけ500kgを超えないようにすること。 

(2) その上で、フォークリフトによる積卸しを想定して、梱包ケースには、滑材、

すり材をつけること。 

(3) 各個の重量、容積を平均化し、梱包ケース内には緩衝材を入れて、中の資機

材が動揺しないようにすること。また、梱包ケースには必要に応じて重心位

置を示すこと。 

(4) 危険物は、国連で定められた輸送用容器（包装・梱包方法）で輸送すること。 

(5) 免税通関が完了するまで屋外の保税蔵置場に置かれることもあるため、中の

資機材が雨水で濡れないよう必要に応じ防水処理を行い、結露による錆びを

防ぐための乾燥剤の封入などの対応をすること。 

(6) 精密機械や有効期間があるもののような特別配慮を要する資機材について

は、メーカーと相談し、メーカーが機材の特性から本梱包条件書と異なる梱

包方法を提案する場合は、それを採用すること。 

(7)付属品を含む機材は、本体と付属品を原則同じ梱包ケースに含めることとし、

開梱時に機材を容易に判別できるよう配慮すること。 

(8) 海上輸送分について、仕向港到着後の機材の配送仕分けを容易にするため、

下記の仕分けグループに分けて梱包すること。 

仕分グループ1 仕分グループ2 仕分グループ3 仕分グループ4 

・機材番号1. オ

ープンポンド型

バイオリアクタ

ー 6セットの

うち4セット分

およびアクリル

用接着剤1個 

・機材番号1. オ

ープンポンド型

バイオリアクタ

ー 6セットの

うち2セット分

およびアクリル

用接着剤1個 

・機材番号2.遺伝

子導入装置 2台

のうち1台 

・機材番号3.マイ

クロピック＆プレ

ースシステム 2

台のうち1台 

・機材番号4.超音

波ホモジナイザー 

・機材番号5.高速

液体クロマトグラ

フ質量分析計 2

セットのうち1セ

ット 

・機材番号2.遺伝

子導入装置 2台

のうち1台 

・機材番号3.マイ

クロピック＆プレ

ースシステム 2

台のうち1台 

・機材番号5.高速

液体クロマトグラ

フ質量分析計 2

セットのうち1セ

ット 

(9)精密機器であることを考慮し、FCLでの輸送とすること。 

 

●海上輸送梱包 

(1)長期間の海上輸送に適した堅牢かつ取扱上便利な梱包であること。そのため、

原則として、合板密閉梱包とする。梱包に使用する合板は、JAS規格の普通

合板とすること。ただし、機材によっては厳重梱包が必要な場合やパレット
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梱包、すかし梱包またはスチール梱包等が良い場合もあるので、メーカーと

相談のうえ適切な梱包とすること。 

(2) 木材梱包とする場合は、次の条件によること。 

①原則としてJIS Z 1402以上の規格の木箱密閉梱包とする。 

②重量が500kg以上かつ長さ15ｍ、幅5ｍ、高さ5ｍ以内の場合は、JIS Z 1403

以上の規格の枠組箱密閉梱包。 

③仕向地により国連公表の国際基準（ISPM NO.15）に基づき熱処理・燻蒸な

どの必要な処理を行った木材を使用すること。 

④熱処理・燻蒸証明書：必要／不要。 

(3) 必要に応じ、梱包ケースの側板の上下又は中間、及びふた板の両サイド又は

中間に、胴桟を打ちつけること。 

(4) 梱包ケースは、必要に応じ、帯鋼、すみ金、かど金により補強すること。 

(5) 電気機器、精密機械、その他特別配慮を要する機材については、真空バリア

梱包とすること。 

(6) コンテナによる輸送の場合、20フィートまたは40フィートコンテナの内法寸

法に配慮し、コンテナに納めたときに無駄の少ない大きさで各梱包ケースを

まとめること 。 

(7) 内陸輸送に当たって海上輸送用の梱包ケースを解体する場合に備え、各々の

アイテムの包装をダブルカートン強化段ボール箱等内陸輸送に耐えられる

ものにしておくこと。 

 

 

以上 
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【船積渡し】 

 

輸送条件書 

 

１ 業務内容 

（１）仕向港までの輸送手配 

（２）仕向国輸入通関時に必要な書類（領事査証、原産地証明等）の確認と取得

手配 

（３）輸出貿易管理令等にかかる取引審査・該非判定、米国再輸出規制にかかる

該当品の有無の確認、及び、該当品がある場合の輸出許可取得手続き 

（４）船積書類（B/L、インボイス、パッキングリスト等）の作成 

（５）輸出通関手続き 

（６）危険品がある場合の諸手続き 

（７）温度管理品がある場合、輸送中（通関手続き中、内陸輸送中含む）の温度

管理に留意すること。 

（８）貨物海上保険付保 

（９）経由国を通過するための諸手続き 

（10）上記に付随する業務 

 

２ 輸送条件 

（１）船積港：日本国内港（受注者の手配による） 

（２）仕向港：インドネシア国ジャカルタ港 

（３）輸送対象機材：全アイテム海上輸送 

（４）業務の範囲 

   仕向港における荷卸しまで 

（５）安全かつ迅速な輸送 

受注者は、仕向港に至るまで、安全かつ迅速な輸送を手配しなければなら

ない。 

海上輸送にあたっては、受注者は原則次の条件を満たす船舶を手配しな

ければならない。 

   （ア） 船齢は１５歳以下 

   （イ） 国際船級協会連合（IACS）の正会員または準会員の船級を有して

いること 

   （ウ） 国際総トン数１０００トン以上 

（６）積替え条件 

途中経由地での積替えは原則的に禁止する。ただし、輸送事情等やむを得

ない理由で積替えする場合は、認めることとするが、貨物海上保険料等の
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【船積渡し】 

 

追加分が発生する場合については、受注者の負担とする。 

（７）発注者又は荷受人の責任と費用負担で行う事項 

①相手国における輸入通関手続き 

受注者は荷受人の輸入通関手続きを側面支援し、免税手続きが速やかに

行なえるよう必要書類を遅滞なく提出すること。 

②仕向港から仕向地までの陸上輸送 

（８）インドネシアへの輸出実績 

 輸送会社がインドネシアでの通関経験があること。（本件は PMK160 を使用し

て免税通関を予定しているため、そのスキームを利用したことのある輸送業者

の採用を推奨します。） 

 

３ 貨物海上保険 

発注者が締結している包括予定保険 Open Policy に基づき、発注者を被保険

者、受注者を保険契約代行者として、発注者の特約条件による貨物海上保険を、

以下の期間で付保すること。なお、船積完了から保険が適用される。 

海上輸送 仕向港荷揚げ後 90日 

 

４ 輸送書類 

（１）必要書類と部数 

受注者は、以下の書類が発行され次第、発注者に速やかに提出すること。 

 提出書類名 提出部数 

① 海上輸送：Bill of Lading * 正 3部、写 2部 

② Invoice ** 正 1部 写 2部 

③ Packing List** 正 1部 写 2部 

④ 保険証券/Marine Cargo Policy 正 2部、写 1部 

⑤ 海上保険料請求書／Debit Note 正 2部 

⑥ 検量証明書*** 必要に応じて 

⑦ 原産地証明書 正１部、写１部 

⑧ 領事査証 必要に応じて 

⑨ 梱包材熱処理証明書等**** 必要に応じて 

⑩ 非木材証明書 必要に応じて 

⑪ 輸送日程報告カード（確定） 電子データ１部 

⑫ 輸出許可通知書 正 1部 

 * B/L は荷受人宛の船積港から仕向港までの一貫した輸送責任を有する運賃払込

済み無故障船荷証券 Clean B/Lとする。 

 ** 書式は受注者のものを使用すること。荷受人宛として受注者署名入りとするこ
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【船積渡し】 

 

と。 

*** 海上輸送の場合、日本海事検定協会あるいは新日本検定協会による検量を行い、

検量証明書を提出すること。 

**** 経由地で必要な場合は取り付けること。 

 

（２）船積書類記載事項  

(Consignee)  

JICA INDONESIA OFFICE 

Sentral Senayan II, 14th Floor 

Jl. Asia Afrika No. 8, Jakarta 10270, INDONESIA 

Tel: (62-21) 5795-2112 

 

(Notify Party)  

① Same as consignee 

 

(Shipper) 受注者とする。ただし、on behalf of JICAと追記すること。 

 

(その他) 

以下の文言を記入すること。 

“The above mentioned equipment is to be donated under Technical 

Cooperation by the Government of Japan.”  

   

 

以上 
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【仕向地渡し（現地調達）】 

 

輸送条件書 

 

１ 業務内容 

（１）仕向地までの輸送手配 

（２）輸送書類の作成 

（３）危険品がある場合の諸手続き 

（４）温度管理品がある場合、輸送中の温度管理に留意すること 

（５）輸送保険付保（受注者の任意とする） 

（６）上記に付随する業務 

 

２ 輸送条件 

（１）仕出地：インドネシア国内（受注者の手配による） 

（２）仕向地①： 

（宛名）Universitas Padjadjaran(UNPAD)（パジャジャラン大学） 

    Dr. Muhammad Yusuf 

（住所）Jl. Bandung-Sumedang KM 21, Jatinangor 45363, West Java, 

Indonesia 

（連絡）TEL :+62 813 7018 9983 

仕向地②： 

（宛名）Badan Riset dan Inovasi Nasional (BRIN） 

（インドネシア国家研究イノベーション庁） 

Dr. Nur Akmalia Hidayati 

（住所）Jl. Dr. Djunjunan No.133, Pajajaran, Kec. Cicendo, Kota 

Bandung, Jawa Barat, Indonesia 

（連絡）TEL：+62 877 1027 7285 

（３）輸送対象機材   

   機材番号 5. 高速液体クロマトグラフ質量分析計の特別付属品「デスクト

ップパソコンセット（現地調達）」を上記仕向地に 1セットずつ 

（４）業務の範囲 

   仕向地における荷卸しまで 

（５）安全かつ迅速な輸送 

受注者は、仕向地に至るまで、安全かつ迅速な輸送を手配しなければなら

ない。 

（６）仕向港から仕向地までの陸上輸送 

 現地の事情を踏まえつつ、内陸輸送エージェント、輸送手段、ルートなど
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【仕向地渡し（現地調達）】 

 

について比較検討の上、安全で効率的な輸送方法を選択すること。 

 

３ 貨物海上保険 

受注者の任意とする。ただし、仕向地で引き渡すまで（保管中及び技師派

遣があるときは技師の業務実施中、現地工事があるときは施工中を含む）に

損害が発生した場合、受注者は自らの責任で保険求償等を行い、代替品納入

あるいは修理を行うこと。 

  

４ 輸送書類 

必要書類と部数は下表のとおり。  

受注者は、以下の書類が発行され次第、発注者に速やかに提出すること。 

 提出書類名 部数 

① POD(Proof of Delivery)配達証明書等 正 1部、写 1部 

② Invoice * 正 1部、写 1部 

③ 保険証券(Insurance Policy)** 正 2部 写 1部 

④ 海上保険料請求書(Debit Note)** 正 2部 

⑤ 輸送日程報告カード（確定） 電子データ１部 

  * 書式は受注者のものを使用すること。荷受人宛として受注者署名入りとするこ

と。 

  ** 受注者が付保した場合 

 

５ その他 

受注者は、納入予定日の 14日前までに、発注者へ、納入スケジュールを通知 

すること。 

 

 

以上 
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技師派遣条件書 

 

 

技師派遣条件書 

 

１ 対象機材： 

・機材番号１ オープンポンド型バイオリアクター 

・機材番号５ 高速液体クロマトグラフ質量分析計 

 

２ 業務内容： 

  ・機材番号１ 

   開梱・検収、組立て、調整、試運転、動作検証、操作・保守指導。 

  ・機材番号５ 

開梱・検収、据付・調整、試運転、動作検証、操作・保守指導。 

   動作検証においては感度測定を実施し、データを提出すること。 

 

３ 技師の資格 

  メーカー所属またはメーカー代理店等指定業者の実務経験がある専門技師

であること。業務に必要な語学力（英語）を有すること。 

 

４ 想定派遣人数、工数： 

 ・機材番号１（設置場所2箇所） 

  1名7日、合計7人日（移動日含む、休日含まず） 

 ・機材番号５（設置場所2箇所） 

1名5日、合計7人日（移動日含む、休日含まず） 

 

５ スケジュール（案） 

・機材番号１ 設置2箇所分の業務内容 

日 業  務  内  容 （例） 

１ 技師所属先所在地（日本）出発、設置場所（1箇所目）到着 

２ 1箇所目にて開梱・検収、組立て、調整、試運転、動作検証、操

作・保守指導 

３ 同上 

４ 2箇所目への移動 

５ 2箇所目にて開梱・検収、組立て、調整、試運転、動作検証、操

作・保守指導 

６ 同上 

７ JICA在外事務所への報告、技師現地出発、帰着 

  ※必ずしもこの通りでなくとも最善のスケジュールで実施すること。 
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技師派遣条件書 

 

 

・機材番号５ 設置2箇所分の業務内容 

日 業  務  内  容 （例） 

１ 技師所属先所在地（インドネシア）出発、設置場所到着、開梱・

検収、装置組み上げ、配管接続 

２ 装置組み上げ、配管接続、装置調整 

３ 装置調整、試運転、動作検証 

４ 装置調整、試運転、動作検証 

５ トレーニング、JICA在外事務所への報告、技師現地出発、帰着 

※必ずしもこの通りでなくとも最善のスケジュールで実施すること。 

 

６ 共通の注意事項 

（１）現地施設における設置方法等について事前に発注者を通じて協議を行い、

支障のないように準備すること。 

（２）装置の操作、維持管理に関する説明を十分行うこと。 

（３）検収に関し、納入場所において使用者立ち会いのもと、契約書に基づき

製品の内容・構成・使用条件を確認し、それを明記した書類提出後、了

承を受けるものとする。 

 

７ 派遣手続き： 

（１）受注者の責任において、航空便手配、ビザ取得、入国のための手続き、

宿舎手配等を行う。必要に応じ、発注者は側面支援を行う。 

 ビザ取得：受注者が要否を確認する 

   現地受入確認：要（発注者が現地に連絡する） 

（２）受注者は、派遣国の安全情報、感染症情報等を確認し、派遣される技師

に情報を提供するとともに、必要な措置を取る。発注者は、必要に応じ

派遣国におけるJICA安全対策措置や国別生活情報等を受注者に提供する。 

（３）受注者は、技師・派遣期間を決定次第、発注者に所定の様式にて連絡す

る。記載情報の概要は次のとおり。 

    ・派遣技師：氏名、連絡先等 

・所属先：緊急時連絡先等 

    ・派遣日程：旅程、業務スケジュール等 

・宿泊先：ホテル名、電話番号等  

    ・海外旅行保険：付保状況 

    ・外務省海外旅行登録（「たびレジ」）：登録状況（英文版は除く） 

   ・国際協力キャリア総合情報サイトPARTNERWeb安全対策研修受講状況 

・別添資料：パスポートコピー、海外旅行保険証券コピー 
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技師派遣条件書 

 

８ 契約に含む費用：  

契約には以下の費用を含む。 

・旅費（航空賃、日本国内交通費、現地交通費、宿泊料等含む） 

・人件費 

・ビザ等入国のために必要な経費 

・業務に必要な工具の運搬費用 

・業務に必要な現地で調達する消耗品等の購入費 

・その他必要な経費 

 

９ 支払： 

技師派遣費用は、受注者が発注者に業務完了報告書を提出後、発注者の検査

に合格したあとに支払われるものとし、前払は不可とする。 

請負契約のため、技師人数、派遣期間、旅費等が変動しても精算は行わない。 

 

１０ 安全対策措置等 

（１） 受注者は、海外に派遣される技師の生命・身体等の安全優先を旨として、

自己の責任と負担において、派遣する技師の勤務上の安全に配慮すると

ともに、仕向国及び技師の業務場所における治安、災害等に関する情報

を継続的に収集し、必要な安全対策を講じて、派遣する技師の安全確保

に努めなければならない。受注者は、治安状況の変化その他重要な情報

を入手した場合は、発注者に報告しなければならない。 

（２） 発注者は、受注者が派遣する技師の安全確保上重要と思われる情報を入

手した場合は、受注者に対し速やかに提供するものとする。 

（３） 受注者は、技師の身体及び財産の安全を確保するために危険地域からの

退避その他の措置（以下「安全対策措置」という。）を実施する場合は、

発注者と協議するものとする。ただし、非常の場合又は危険切迫の場合

等において、安全対策措置の速やかな実施について発注者と協議する時

間がないときは、協議を経ないで安全対策措置を実施することができる。

その場合、事後速やかに発注者に報告しなければならない。 

（４） 受注者は、派遣する技師に対し、以下の安全対策措置を講じるものとす

る。 

1)技師について、以下の基準を満たす海外旅行保険を付保する。 

・死亡・後遺障害  3,000万円 （以上） 

・治療・救援費用   5,000万円 （以上） 

2) 業務を実施する国・地域への到着後、速やかに、滞在中の緊急連絡網

を作成し、発注者の在外事務所等に提出する。なお、技師が3か月以上現地

に滞在する場合は、併せて、在留届を在外公館に提出させる。 

3）業務を実施する国・地域への渡航前に、外務省が邦人向けに提供して
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技師派遣条件書 

いる海外旅行登録「たびレジ」に、技師の渡航情報を登録する。 

4）現地への渡航に先立ち、発注者が発注者のウェブサイト（国際協力キ

ャリア総合情報サイト PARTNER）上で提供する安全対策研修（Web 版）を派

遣する技師に受講させる。ただし、提供されている研修素材の言語を理解

できない技師については、この限りではない。 

5）現地への渡航に先立ち発注者が提供する JICA 安全対策措置（渡航措

置及び行動規範）を業務従事者に周知し、同措置の遵守を徹底する。ま

た、発注者より、同措置の改訂の連絡があった場合は、速やかに業務従

事者に周知し、改訂後の同措置の遵守を徹底する。 

6）第2号及び第3号の規定は、日本国籍を持たない技師には適用しない。 

（５） 第1項の規定に拘らず、発注者は、受注者の要請があった場合又は緊急

かつ特別の必要性があると認められる場合、受注者と共同で又は受注者

に変わって、技師に対し安全対策措置のための指示をおこなうことがで

きるものとする。

以上 
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